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よって適地が飛び地的な観光地として開発される

ことになる。

セクター理論においては、観光開発がフォーマ

ルセクターとインフォーマルセクターという二つ

の異なったセクターからなるものと捉える。フォ

ーマルセクターでは、国際的なホテルや航空会社、

バス会社、旅行会社など外国資本への依存度が高

くなり漏出が大きくなる。また、政府は、観光開

発の対象としてフォーマルセクターのみを考え、

その支援としてインフラ整備を行う。つまり、外

国資本のための整備に重点がおかれるといっても

よい。

一方、インフォーマルセクターでは、行商人や

露天商、簡易宿泊施設、ミニバス会社といった個

人や家族による経営が主であり資本は少なく、政

府の援助もほとんどない。また、参入が容易であ

り地域資源に依存する（Kermath, 1992）。しかし、

売り上げは小さいものの利益率は高いという構造

をもっている。地域住民にとってフォーマルセク

ターの開発による恩恵はほとんどなく、インフォ

ーマルセクターによる収入を頼りにすることにな

る。

観光地は初期の段階ではインフォーマルセクタ

ーによって観光地化していき、やがてフォーマル

セクターの参入によって開発がなされていくとい

うプロセスを経ることが多い。

2.2 観光地のための資源と開発形態

発展途上国における観光地の開発は、大きく分

けて、自然・生態的資源を対象とするものから、

歴史・文化を対象とする史跡観光、そして、リゾ

ート開発に分類される。自然・生態的資源は動植

物をはじめとする山岳や海浜などの自然を対象と

するものであり、近年ではエコツーリズムの形態

としての開発が主流となりつつある。史跡観光は

１．はじめに

発展途上国における観光開発は、即効性のある

経済発展手段として重要な位置を占めている。と

りわけ、リゾート開発は歴史・文化的資源に比べ、

観光開発の対象となる資源への依存性が低く、開

発に着手しやすい性質をもっている。多くの発展

途上国がリゾート開発を行ってきたが、これら多

くは地元エリート階層や外国資本によって開発さ

れてきた。政府も経済効果に期待してインフラ整

備をこれらの地域に優先的に行うことになる。

しかし、リゾートの開発が域外資本に依存し、

現地雇用者も限定的であることから、地域社会へ

もたらされる経済効果は極めて小さいものとなっ

ている。このようなリゾート開発による恩恵も維

持しながらリゾート地では域内循環を高めるため

に地域住民の参画による観光開発への取り組みが

重要性を増している。

本稿では、ドミニカ共和国を事例として、リゾ

ート開発に焦点を当てながら、資本、政府、地域

の関係から地域の持続的発展について考察する。

２．発展途上国における観光開発

2.1 観光開発の理論

発展途上国における観光開発に関する主要な理

論としては、オッパーマン＆チョン（1999）など

でも述べられているように、従属理論とセクター

理論があげられる。

従属理論では、マス・ツーリズムの発達により

標準的なサービスの提供を余儀なくされると、外

国資本を中心とした大資本に依存せざるをえなく

なることが指摘されている（オッパーマン＆チョ

ン、1999）。その結果リゾート開発など大資本に
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inclusive tour）とも称される。観光開発の一形態

として用いられてきたビーチリゾートは、地元の

エリート階層や外国資本によって、ホテル及びそ

の周辺施設やサービスの提供がなされ、観光客は

リゾート一帯に囲い込まれることとなる。オール

インクルーシブとは、宿泊、食事などがセットさ

れ旅行前に支払いを済ませるパッケージである。

本稿では以下、このオールインクルーシブ・ツア

ーに焦点を当て発展途上国の観光開発のあり方に

ついて考えたい。

2.3 オールインクルーシブ・ツアーの仕組み

オールインクルーシブ・ツアーとは、均質で標

準化された交通、宿泊、飲食、アトラクションな

どから構成される複合的な商品である（Lo &

Lam, 2004）。いわゆるパッケージ・ツアーであり、

単一価格かつ、低価格であることに加え、観光客

にとってわずらわしい手続きが不要である。代金

は旅行前に支払いを済ませ、旅行先での支出が少

なくなる傾向がある。

多くのリゾート地がそうであるように、ホテル

やマリーナ、テニス場、ゴルフ場、レジャー施設、

ショッピングセンターからなるリゾートコンプレ

ックスが形成されている。欧米諸国の観光客は、

長期滞在することが多く、はじめはこれらコンプ

レックスのなかで過ごすが、やがて町へと繰り出

していくようになる（Freitag, 1996）。

このようなリゾート地の差別化は困難であり、

それぞれの地域において、ターゲットとなる需要

地（発生地）が存在する。太平洋沿岸諸国におい

てはアジア諸国から訪問し、カリブ海においては

欧米や南米からの訪問が多く、移動費用を規定す

る地理的条件が大きく働くものと考えられる。

2.4 資本、政府、地域の関係

リゾート開発は、発展途上国における経済発展

の重要な位置を占めているが、資本、政府、地域

の関係は極めて重要である。リゾート地は、地元

のエリート階層や外国資本によって独占的囲い込

みがなされる。政府はそれを支援しようとし、イ

ンフラ整備はこのような資本の誘致を念頭に整備

される。それは、地域における雇用を生み出し経

地域の歴史・文化施設をはじめ、植民地時代の遺

産や世界遺産などを中心とするものである。そし

て、リゾート開発は避暑地としての高原リゾート、

高級ホテルによる都市リゾート、そして、3S

（Sun, Sea & Sand）を売りとする海浜リゾートに

分けられる。史跡観光は、対象となる資源の分布

状況に大きく依存するものであり、自然・生態的

資源についても環境的側面での保全状況に左右さ

れるであろう。他方、リゾート開発は、山地やビ

ーチという基本的素材があれば土地を選ばず、既

存のインフラと併せて、政府主導により新たなイ

ンフラ整備と同時進行的に開発することができ

る。

発展途上国における観光開発の問題は、「イン

フラの開発の政府支出と観光セクターによって取

得できる収入の増加との間にタイム・ラグがあ

る」ことであり、「タイム・ラグがあるというこ

とは、外国資本・資源に依存せざるをえない」

（山上、2004）という点である。このようなこと

から、外国資本を中心とした開発が行われ、観光

サービスの質を維持するためにも従業員の雇用に

対して大きな制約が課されることになる。また、

そこで提供される飲食料品などの財・サービスに

ついても、安定的な供給を維持するために輸入に

頼らざるをえない状況となる。

リゾート開発は発展途上国において多く取り入

れられてきた開発形態である。それはとりもなお

さず、外貨獲得、雇用創出、税収増加など、経済

発展にとって即効性があるためである。また、対

象とする観光客についても、低予算の放浪的観光

客が多い史跡観光に対して、中産階級や上流階級

を対象とするリゾート開発は、消費額の面からも

その効果が期待されるものであった。

しかし、このリゾート開発の形態は、実際には

地域経済や地域住民に対して期待したほどの効果

をもたらさない構造となっている。つまり、飛び

地的リゾート開発によって、観光客は出発地から

現地の空港、そしてリゾート地との往復を行うの

みとなり、地域経済への効果は限定されたものと

なるのである。いわゆるパッケージ・ツアーによ

って、リゾート周辺の空港へ到着し、そのままリ

ゾート地内に滞在した後、出発地へと帰っていく

のである。このリゾート地におけるパッケージ・

ツアーは、オールインクルーシブ・ツアー（all-



－ 103 －

済的効果もたらすものの、雇用は極めて限定的で

ある。地域にとっては、より大きな雇用を生み出

すことが望まれるが、サービス水準や雇用水準の

維持にはそもそもの総量的な制約がある。また、

政府が不安定であればあるほど、政権交代による

インフラ整備投資などの安定が欠如することにな

り、政治的意味でも持続性が確保されない。

さらに、リゾート地においては、環境的側面で

の対応が遅れがちであり、一旦環境が悪化すると、

資本は、新しい開発地を求めて移動し、地域への

効果はやがて減少していく。残された地域では、

残された社会資本を活用し、住民自らの手で観光

振興を行わなければならない。その取り組みにお

いても、政府の支援は不可欠であり、政権が不安

定であれば、観光振興にも大きな影を落とすこと

となる。

政府の不安定性には、政府投資の継続性につい

ての不安定性と、治安についての不安定性がある。

政治の不安定性に起因するこれらの要素は、観光

開発にとっては欠かせないものである。観光開発

においてインフラ整備を行うことは必須であり、

その範囲は観光地への交通アクセス面や衛生面に

至るまで広い。これらに継続して投資されなけれ

ばならない。また、リゾートが観光客を囲い込み

にするのは、少なからず治安が影響しているため

であり、観光客にとっては、出発地からほどよい

距離にあるリゾート地で安全に過ごせることが求

められる。

大資本による観光開発は、発展途上国において

一定の効果をもたらすものとして歓迎されてい

る。しかし、これらが持続的であるのかについて

は定かではない。以下では、ドミニカ共和国を事

例として、資本、政府、地域の関係を見ながら観

光開発の取り組みについてみていきたい。

３．事例分析：ドミニカ共和国の観光開発

3.1 ドミニカ共和国の概要

ドミニカ共和国は中南米に位置するカリブ海に

浮かぶ島国であり、イスパニョーラ島の西側がハ

イチ、東側がドミニカ共和国である。国際連合

（2008）の統計によると、2002年の人口は856万人

であり、面積は４万８千ｋ㎡で日本の九州と高知

県を足したくらいの面積となっている。首都は南

部に位置するサント・ドミンゴで約200万人であ

り、第２の都市が北部に位置するサンティアゴで

60万人である。

ドミニカ共和国の産業は、主として農業、観光、

そしてアメリカからの仕送り（出稼ぎ）といわれ

る。2005年の産業別の雇用者総数は、110.3万人

であり、そのうち上位は、「不動産、賃貸および

事業サービス業」が46.0万人（42％）と最も多く、

「卸売および小売業、自動車オートバイ修理業、

個人および家庭用品」が24.7万人（22％）、「製造

業」が15.1万人（14％）、観光に関係する「旅館

業および飲食業」が10.3万人（9.3％）となってい

る。

3.2 ドミニカ共和国の観光

ドミニカ共和国への年間観光客到着数は、青木

（2007）によると、2006年で396.5万人となってい

る。出発地域は米国が最も多く32.7％であり、つ

いでカナダ（15.2％）、フランス（9.2％）、スペイ

ン（8.2％）、イギリス（7.3％）とつづく１。

観光資源としては、ビーチリゾートが主であり、

ホテル客室数でみると、全63 ,206室のうち、

75.7％が海岸リゾートのホテルで占められてお

り、ホテルのスタイルは、オールインクルーシブ

型である。ビーチリゾートは、島の沿岸部に散在

しており、東部に位置するプンタ・カーナが

172.9万人（43.6％）、北部に位置するプエルト・

プラタが61.9万人（15.6％）、南東部に位置する

ラ・ロマーナが24.0万人（6.1％）となっている。

１なお、日本人は2,308人で0.1％に満たない。

図3-1 ドミニカ共和国の位置
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その一つに含まれる。

こうして政府の後押しによって形成されたリゾ

ート地は、地域の雇用を創出しているほか、市街

地での観光活動も活発にし、地域に少なからず利

益をもたらしている。しかし、ホテルに雇用され

るためには有料の訓練が必要であったり、ようや

く採用されても低位の職しか与えられず、雇用者

数も限定的である。

また、規模の拡大が進むにつれて、地域内での

材料調達が間に合わなくなり、域外の卸売業者や

市場での調達に依存するようになっている。当初

は外国人観光客も市街地へ出て食事をとったり、

お土産を買ったりして地域での消費を行っていた

が、ホテル側ではオールインクルーシブ型でなけ

れば受け入れを行わないなどの措置をとるように

なり、地域への効果は少なくなっている。

さらに、開発を優先するあまり、下水処理など

環境保全への投資が行われず環境が悪化してい

る。こうして、地域への効果は減少するとともに、

新しい場所でのリゾート地の開発も行われてい

る。

3.4 プエルト・プラタにおける観光

ここでは、古いリゾート地の一つであるプエル

ト・プラタを事例としてビーチリゾートの現状を

見ていく。プエルト・プラタは、北部沿岸に位置

し、プエルト・プラタ県にある都市である。プエ

ルト・プラタ県は政府による観光開発優先地域の

一つに含まれ、プエルト・プラタ市近郊のほかに、

ソスアなどの複数のリゾート地を有する。プエル

ト・プラタ市街地にはインフォーマルセクターで

あるお土産店が多くあり、ソスアのリゾート地に

おいても、大規模なリゾートホテルの近くにある

オープンなビーチ沿いには多くのお土産店や飲食

店が所狭しと立ち並んでいる２。ソスアでは、イ

ンフォーマルセクターの事業所数がフォーマルセ

クターを超えている。

県内には国際空港があるが、図3-3はプエル

ト・プラタ国際空港の観光客到着数の推移を示し

たものである。観光客到着数は、2000年に87万人

に達したが、その後減少し、近年では62万人とな

首都であるサント・ドミンゴの旧市街地はスペイ

ン植民地時代の遺産が世界遺産にも登録されてい

る。

リゾート地は、プエルト・プラタなど北部の古

いリゾート地から南東部のプンタ・カーナなど新

しいリゾート地へと変遷している。ドミニカ共和

国では、エコツーリズムの推進も行っているが、

これはこれからの取り組みである（環境省によ

る）。

リゾート開発の多くは地元エリート階層や外国

資本などによって開発されており、政府もインフ

ラ整備をはじめとした支援を行っている。しかし、

古いリゾート地であるプエルト・プラタでは、観

光客の減少に直面しており、生き残りをかけて

NGO団体、商工会関係団体等による地域コミュ

ニティでの取り組みがなされている。新たな観光

資源の発掘として、インフラの整備にともなう観

光資源の開発を行い、歴史・文化と組み合わせた

観光を推進しようとしている。

3.3 ビーチリゾート開発

ドミニカ共和国では、1971年に観光促進法が策

定され、観光ビジネスにおける民間投資を促進す

るため、免税措置などがとられた。F r e i t a g

（1996）によれば、これによって、観光開発目的

での土地の買収が許可され、住民は立ち退きを余

儀なくされたり、土地の所有者が生産性の低い沿

岸の土地などを売却していった。また、政府は全

国各地に観光開発優先地域を制定し、飛び地型の

大型リゾートが形成され、プエルト・プラタ県も

図3-2 プエルト・プラタ（県）の位置と

観光開発優先地域

２ プエルト・プラタ県のルペロンにおけるリゾート開発の研究については、Freitag（1994, 1996）に詳しく、また、ソス

アにおけるフォーマルセクターとインフォーマルセクターの研究については、Kermath & Thomas（1992）に詳しい。
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っている。また、客室占有率は、プエルト・プラ

タが1993年に88 .7％であったが、2006年には

66 .1％となっており、同じ県内のソスアでは、

1993年に78.2％であったものが2006年には65.3％

となっている。

オールインクルーシブ型の例としては、県内に

あるビーチリゾートであるプラヤドラダの入り口

に到着すると、そこにはゲートが設置されており、

部外者が入れないようになっている。敷地は柵で

覆われ、ゲートを入ればリゾート一色となり、滞

在するリゾートの敷地内、もしくは、ホテル内で

さまざまなアクティビティを体験できる。

リゾート内のホテルに到着すると、チェックイ

ン時には滞在者であることの証として腕輪を装着

しなければならない。これはチェックアウト時ま

で常に身に着けることとなる。ホテル内には、施

設内のプールをはじめ、レジャースポットやテニ

ス場、部屋から２～３分歩けばビーチへと辿りつ

く。ホテルを出て敷地内を少し歩けば、ショッピ

ングモールもあり、ここではオプショナルツアー

のデスクもあり、さまざまな追加的メニューを購

入可能となっている。

古くからのビーチリゾートであるプエルト・プ

ラタでも、ビーチエリアから市街地へ出れば、教

会などの文化的遺跡もあり、サン・フェリペ砦は

市民の憩いの場にもなっている。市街地にはイン

フォーマルセクターであるお土産店が多くあり、

絵画や葉巻、木彫りの人形を販売している。また、

ドミニカ共和国特産である琥珀を展示した琥珀博

物館、そして同じく特産であるラリマール石を販

売する店もある。これらをはじめ、リゾート地か

ら離れた市街地において地域資源を生かしつつ、

都市型観光を組み込んだ観光開発が地元経済界や

NPOが主体となって進められている。

県内にはビーチリゾートが複数立地している

が、市街地へ行くためには何らかの交通手段を要

する。タクシー料金なども観光客の利用を見越し

てか、リゾート内からはやや料金が高い。上述の

ように、リゾート経営側としてはなるべく観光客

をリゾートの外へ出したくないことから、地元組

織による観光振興へ取り組みに対してこれまで積

極的な参画はなかった。しかし、プエルト・プラ

タ全体の停滞を受けて地域との連携の重要性に意

識が向かいつつある。

3.5 プエルト・プラタにおける観光振興への取り組み

観光客数の減少と競争力の低下に危機をいだい

たプエルト・プラタ市では、地域資源を活かした

住民参加による持続的な観光振興を推進する活動

がはじまっている。この取り組みの一つとして、

2003年にNGO組織として“21世紀プエルト・プ

ラタ市開発戦略連盟”が創立された。

この組織は、プエルト・プラタの総合的な開発

を実現するための支援や手続きなどのコーディネ

ート機能を担っている。商工会議所が所管となり、

県庁や市役所をはじめ、ホテル連盟などの観光関

連産業や教会、弁護士、大学、そして、住民の参

加によって様々なプロジェクトが推進されてい

る。課題別分科会は多岐に亘り、文化、教育、観

光、環境など10の分科会が形成されている３。こ

れらの分科会は観光と密接に関係しており、持続

可能な観光開発へと収斂させていくことがねらい

図3-3 プエルト・プラタ国際空港における観光客

到着数の推移

出所）青木（2008）より転載。

図3-4 プエルト・プラタ市街地と周辺地域

３ 具体的には、自治行政能力、機能別の土地区分、青少年、ジェンダー・性の平等、文化、教育、観光、保健、環境、生

産・雇用の10の分科会に分かれている。
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課題としては、観光客を市街地まで呼び込むため

の交通手段の確保とともに、市街地の整備（道路、

歩道、サインなど）、散策マップ等の充実などが

求められる。また、伝統工芸としての人形のお土

産化や陶芸の技術を継承していく努力もなされて

いる。民間セクターと政府との役割分担、そして、

インフォーマルセクターへの支援も課題となって

いる。

４．おわりに

本稿では、発展途上国における観光開発につい

て、ビーチリゾートを中心に考察した。持続可能

な観光開発へ向けて、地域資源の活用による域内

循環の形成と観光振興のためのさらなる整備が求

められる。その役割は資本、政府が主として担う

ことになるが、地域住民の参画による開発への取

り組みは今後ますます重要になってくる。それほ

どまでに地元のエリートや外国資本に依存してき

たわけであるが、政府の不安定性は、その取り組

みとって大きな影響を及ぼす。政府は投資の継続

性と治安の維持という観光開発にとって欠かせな

い二つの機能をもっているのである。

プエルト・プラタはビーチリゾートとして開発

されてきたが、近年プンタ・カーナのビーチリゾ

ートの開発が進み、プンタ・カーナとの競争にさ

らされている。そのようななかで、プエルト・プ

ラタでは、オールインクルーシブ型のツアーから

の脱却を図っている。そのための市街地の開発も

進められており、何よりも開発戦略組織を立ち上

げることによって、広く住民が参加して、観光に

対する住民のニーズが吸い上げられる仕組みが出

来つつある。

地域における持続可能な観光とその振興策を検

討する際、何をもって持続可能とするのか、それ

には、社会、環境、経済の３つの側面をもって捉

えることが重要とされるが、そのバランスに踏み

込めば、依然定義の難しいものとなっている。観

光開発、地域振興における、これら３つの側面の

バランスは、当該国によってその重要となるポイ

ントが異なるともいえる。オールインクルーシブ

とされている。組織の資金は海外諸国からの援助

金や民間部門からの拠出金からなっており、政府

からも公共事業をはじめ、歴史的遺産の補修工事

などがなされている。

しかし、インフラ整備の遅れが目立ち、同組織

をはじめとして、公共事業のモニタリングも行わ

れている４。このような組織の活動が重要となっ

た背景には、政府の不安定性が影響しており、度

重なる政権交代などによって、議会が機能しにく

い状況であったり、インフラ整備がなかなか進ま

ないという点もあげられる。インフラ整備につい

ては、下水道整備をはじめ未舗装道路などもあり、

道路整備の必要性も指摘できる。また、郊外に行

くと、とりわけ目を引くのがゴミである。ゴミは

一部の地区では集中して投棄されている場所もあ

る。これは都市部、山間部に限らずどちらの地域

にも見られ、ゴミ処理対策の必要性が垣間見られ

る。地域の発展においてインフラ整備と環境保全

は欠かせない要素である。なお、予算措置として、

観光関連の税収は国家へ吸収され、分配がなされ

ることがない。地方分権が進みつつあるものの、

予算配分の面での移譲が少なく、民意を反映した

事業がなかなか進められないという事情もある。

さらに、観光関連産業を統合した“プエルト・

プラタ観光文化開発クラスター”も形成され、プ

エルト・プラタ市開発戦略計画への参加ととも

に、プエルト・プラタおよび北部沿岸地域の持続

的な観光の発展に向けた取り組みがなされてい

る。具体的には、①観光の競争力向上へ向けた観

光関連産業、地域社会、行政間のコンセンサスの

形成、②アクター間の交流、協力とプロジェクト

実施へ向けた社会資本の形成、③リーダーシップ

の構築、④自然資源のマネジメント、文化遺産の

統合、人材育成組織との連携に基づく競争力の高

い観光サービスの提供、⑤政策面でのロジカルな

対応へ向けたシステム構築への働きかけと支援、

などを戦略目標としている。

このように、産官学民の参加による観光地とし

ての競争力の強化が図られつつあるが、依然とし

て、リゾート地と地域との関係や、政府の不安定

性は大きな懸念材料となっている。また、地域で

の観光客の受け入れ体制も不十分であり、今後の

４公共事業は政権交代によって頓挫することが多々あるほか、なかには体育館の壁が壊れたままになっている公共施設も

あり、聞けば政府にメンテナンスの意識がないということであった。
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型の観光形態から脱却し、地域住民による観光振

興への道を探っているプエルト・プラタでは、こ

れから持続可能性についてのより本格な検討が必

要となるであろう。これは地域住民の生活と観光

との関係のあり方にも繋がる。道路インフラなど

の社会的資本の整備が遅れている状況にあって

は、観光振興によって住民の生活の質が向上する

ことも事実である。外国人観光客に依存すること

もさることながら、そこから一歩抜け出し、地域

住民の生活の向上とともに地域住民にとって魅力

的な場を作りあげるという意識も重要である。

プエルト・プラタの事例でみてきたように、地

域における観光開発は、もはや個別に行うことの

限界に達しようとしている。協働によるイメージ

の向上に加え、地域の持続的発展において政府、

資本、地域の３者と社会、環境、経済の３つの側

面からなる統合的な取り組みが欠かせない。
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